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基準店舗面積に関する事項について

１．土地利用関係法令の改正状況

平成17年10月 「福島県商業まちづくり推進条例」制定

広域的都市機能のスプロール、中心市街地の空洞化等の課題を踏まえ、都市機能の無秩序な拡散に歯止めをかけ、都市機能がコンパクトに集積
した、多くの方にとって暮らしやすい、歩いて暮らせるまちづくりを実現するため、主に以下のような見直しが行われた。
【都市計画法】

○広域的に都市構造等に影響を与える大規模集客施設（床面積１万㎡超）について、広く立地可能とされてきた制度を見直し、
原則、商業、近隣商業、準工業地域に立地を限定し、立地に当たっては都市計画の手続きを経ることとした。
○広域調整の強化のため、県が市町村の都市計画決定等に対する協議・同意を行う際に、関係市町村から意見聴取可能となった。
○病院、福祉施設、学校、庁舎等の公共公益施設も開発許可の対象となった。

【中心市街地活性化法】

○内閣に中心市街地活性化本部を設置し、中心市街地活性化のための施策を総合的かつ効果的に推進。
○市町村の中心市街地活性化基本計画について、内閣総理大臣による認定制度を創設し、意欲的に取り組む市町村を重点支援。

平成18年 都市計画法、中心市街地活性化法等の改正

○ 効果の高い民間プロジェクトに対する経産大臣の認定制度と新たな重点支援策を創設。
○ その後に改正された国の中心市街地活性化の基本的な方針では、拠点地区が複数ある市町村においては、複数の拠点（中心市街地）を一体
の区域とみなすことや複数の拠点ごとに基本計画を作成することができることとされた。

平成26年 中心市街地活性化法の改正
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○ 医療・福祉施設、商業施設や住居等がまとまって立地し、まちづくりと一体となった公共交通の再編を実施することで、高齢者をはじめとする住民が
生活利便施設等にアクセスできる「コンパクト・プラス・ネットワーク」のまちづくりを進めるため、市町村が「立地適正化計画」や「地域公共交通網形成
計画」等を作成できることとされた。

平成26年 都市再生特別措置法、地域公共交通活性化再生法の改正
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基準店舗面積に関する事項について

商業系 ： 商業地域、近隣商業地域

住居系 ： 低層住居専用地域（第一種、第二種）、中高層住居専用地域
（第一種、第二種）、住居専用地域（第一種、第二種）、準住居地域

工業系 ： 工業専用地域、工業地域、準工業地域

郊外等 ： 市街化調整区域、白地地域、都市計画区域外

○ 大規模小売店舗立地法に基づく新設届出（平成１７年度～平成３０年度）を基に作成。（H30.10末現在）
○ 立地環境の４区分は、都市計画法に規定する地域地区（用途地域）や区域区分等を参考に分類。

本県の大型店の出店状況（立地環境別の店舗面積）

中心市街地の空きビルを活
用し、誘導地域へ出店１件

※居抜き出店のため、グラフ
の面積には含まれていない。

条例の手続きを経て、誘導地
域に出店１件
（イオンモールいわき小名浜）

立地法の特例措置を活用し、
誘導地域へ出店２件

○ 大規模小売店舗(店舗面積1,000㎡超)のうち、店舗面積6,000㎡以上の大型店の立地件数や割合は、東北６県及び
隣県の中で本県が最少だが、店舗面積5,000㎡以上で見ると中位程度となっている。

○ 本県では、大規模小売店舗の立地にあたり、条例の届出を避けるため、通常の規模や機能を縮小して出店している
ケースも考えられる。

東北６県及び隣県の大型店の出店状況

○ 大規模小売店舗立地法の新設届出（H２４～３０年度）（経産省）を
基に作成。(H30.10末現在）（取り下げされたものは除く）

条例施行（平成18年10

月）後、経過措置による
出店がなくなった平成20

年度以降、郊外部（緑色
部分）の面積が減少。

店舗面積
1,000㎡超
（件数）

うち5,000㎡以上 うち6,000㎡以上

件数 割合 件数 割合

福島県 50 9 18.0% 2 4.0%

宮城県 84 17 20.2% 12 14.3%

山形県 41 6 14.6% 5 12.2%

岩手県 51 14 27.5% 10 19.6%

秋田県 32 6 18.8% 3 9.4%

青森県 39 10 25.6% 5 12.8%

茨城県 109 30 27.5% 19 17.4%

栃木県 82 10 12.2% 8 9.8%

新潟県 96 17 17.7% 8 8.3%

２．本県と他県の大型店の出店状況
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３．県外に買い物に行く理由（複数回答可）

7.6 

4.7 

8.5 

9.0 

9.7 

21.3 

25.6 

30.1 

44.0 

49.9 

0 10 20 30 40 50 60

その他

電車やバスなどの公共交通機関で行きやすいから

比較的近くに県外の店舗があるから

雰囲気・サービスが良い店舗があるから

行きつけの店舗があるから

自家用車で行きやすいから

価格を安く売っている店舗があるから

品質が良いものを売っている店舗があるから

品数を多く扱う店舗があるから

レジャーや旅行など買い物以外でも目的・魅力があるから

30.6% 29.6% 32.9% 36.1%

36.5% 36.4%
39.1%

38.2%

16.1% 13.9%
12.5% 12.5%

8.8%
9.6%

6.6% 5.8%
4.1% 3.4% 3.5% 3.8%
3.9% 7.1% 5.3% 3.6%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

H27 H28 H29 H30

はい

どちらかと言えば
「はい」

どちらとも言えない・該当しない

どちらかと言えば「いいえ」

「いいえ」
無回答

67.1% 66.0%
72.0%

74.3%

「はい」と「どちらかと言えば
はい」の合計（「安心傾向」）

9.7%

16.5%

23.1%

10.4%
3.0%

36.1%

1.3%

数年に１回程度

年１回程度

半年に数回程度

月１回程度

週１～２回程度

県外で買い物はしない

無回答

週１～２回程度

○ 県全体の県外への流出は増加傾向であり、頻度については、特に２０代で高くなっている。
○ 県外に買い物に行く理由としては、「レジャーや旅行など買い物以外でも目的・魅力があるから」が最多。
○ 一方で、日常の消費生活に対する「安心傾向」は、増加傾向となっている。

3

基準店舗面積に関する事項について

○「半年に数回程度」と「月1回程度」の割合は、20代で
高くなっている。（それぞれ53.2％、25.5％）
○「県外で買い物はしない」の割合は70歳以上（59.3％）
で高くなっている。

○「レジャーや旅行など買い物以外で
も目的・魅力があるから」（49.9％）の
割合が最も高く、約５割となっている。

１．県全体の消費の県外流出率

○ 「第１６回消費購買動向調査（平成２８年度）」を基に作成。

1.5%

2.7%
3.1%

4.1%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

H18 H21 H25 H28

○ 「平成２９年度県政世論調査」を基に作成。

２．県外に買い物に行く頻度

○ 「平成２９年度県政世論調査」を基に作成。

※消費購買動向調査は、県内全ての公立中学校の第１学年に属する生徒の世帯25,000世帯を
対象に実施。回答者の多くが３０代、４０代の女性となっている。
※県政世論調査は、無作為抽出した県内満１５歳以上の男女個人1,300人を対象に実施。

４．食品や日用品など、消費生活に関して不安がなく、安心して暮らしているか。

○ 「県政世論調査」（H27～30年度）を基に作成。

○日常の消費生活に対する
「安心傾向」は、増加傾向。

３．県内の消費購買動向の状況
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満足している
ある程度満足している
あまり満足していない
満足していない
無回答

基準店舗面積に関する事項について

３－１．現在の買い物環境（日常生活の買い物の場）に満足しているか。

３－２．現在の買い物環境（日常生活の買い物の場）に満足している理由、満足していない理由。

21.5%

52.0%

19.7%

4.8%
2.0%

全体
Ｎ＝1,144

17.1%

46.3%

25.9%

8.8%
2.0%

町村部
Ｎ＝205

22.6%

52.9%

18.7%

3.8%
2.0%

市部
Ｎ＝899

○県民の２１．５％が買い物環境に「満足して
いる」、５２％が「ある程度満足している」と回
答しており、合わせて７３．５％が満足傾向と
なっている。

○市部と町村部に分けると、市部の７５．５％
、町村部の６３．４％が満足傾向となり、町村
部の方が１割以上満足傾向が低い。

55.7% 

35.4% 

28.2% 

18.6% 

2.4% 

0.0% 50.0% 100.0%

食料品等は買えるが、靴・バッグ等が買え

る店舗が近くにないから

近くに食料品や日用品を扱う店舗がないか

ら（店舗が遠い）

インターネットなどの通信販売を利用しな

いと欲しいものが手に入らないから

その他

無回答

61.8% 

55.0% 

14.2% 

2.8% 

0.6% 

0.0% 50.0% 100.0%

近くの店舗で食料品や日用品が買えるから

少し足を伸ばせば欲しいものの多くは買えるから

欲しいものの多くはインターネットなどの通信販

売で買えるから

その他

無回答

○満足している理由は、「近くの店舗で食料品や
日用品が買えるから」が最多。

【満足している理由】（Ｎ＝846） 【満足していない理由】（Ｎ＝291）

○満足していない理由は、「食料品等は買えるが、靴・バッグ等が
買える店舗が近くにないから」が最多。
○町村部は、「近くに食料品や日用品を扱う店舗がないから
（店舗が遠い）」の割合が約47％と比較的高い。（市部は約33％） 4

※赤字が最多

４．県内の買い物環境の状況 ○「平成３０年度まちづくりに関するアンケート結果報告書」を基に作成。
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0.0%

25.0%

50.0%

0.0%

25.0%

25.0%

75.0%

0.0%

26.7%

13.3%

0.0%

73.3%

40.0%

60.0%

0.3%

16.9%

13.8%

19.2%

42.3%

51.5%

53.2%

0.0% 50.0% 100.0%

無回答

その他

大型店の適正立地の判断は市町村に委ねら

れるべきだから

自由競争した方が商店街なども良くなるから

大型店が出店することで雇用が生まれるから

車で行きやすく、便利で必要不可欠だから

地域活性化のために必要だから

県民

市町村

商工関係団体
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0.0%

4.8%

13.5%

7.7%

38.5%

33.7%

52.9%

61.5%

4.5%

20.5%

6.8%

15.9%

34.1%

38.6%

29.5%

61.4%

0.6%

7.9%

11.3%

11.1%

20.8%

35.1%

42.1%

54.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

無回答

その他

人手不足に拍車がかかるから

景観や自然環境への影響が大きいから

まちづくりへの影響が大きいから

既存の社会基盤を有効活用すべきだから

高齢者などが住みにくくなるから

まちの中心部の空洞化につながるから

県民

市町村

商工関係団体

引き続き抑制した方が良い

引き続き抑制は必要だが、
ある程度の緩和も必要

抑制を緩めるべき

抑制は必要ない

無回答

基準店舗面積に関する事項について

５－１．郊外への大型店の立地を抑制することについてどう考えるか。

55.0%
40.4%

3.7%

0%
0.9%

商工関
係団体
N=109

抑制は必要ない
無回答

18.6%

54.2%

13.6%

10.2%

1.7%
1.7%

市町村
N=59

無回答
その他

17.0% 

37.9% 16.2% 

12.8% 

13.5% 

2.5% 

県民
N=1,144

わからない

無回答

【県民・市町村】
○「引き続き抑制は必要だが、ある程度の緩和も必
要」が最多。
（県民は37.9%、市町村は54.2%）

【商工関係団体】
○「引き続き抑制した方が良い」、 「引き続き抑制
は必要だが、ある程度の緩和も必要」が大半。

５－２．郊外への大型店の立地抑制について、必要だと思う理由、緩和すべき又は必要ないと思う理由。

（N=630）

（N=44）

商工関係団体（N=104）

（N=355）

（N=15）

商工関係団体（N=4）

【抑制が必要だと思う理由】 【抑制を緩和すべき又は必要ないと思う理由】 ※赤字が最多

５．大型店の立地調整に関する県民等の考え ○「平成３０年度まちづくりに関するアンケート結果報告書」を基に作成。
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